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年金繰下げ受給とは何か 

 

年金の繰り下げ受給とは、本来の年金受給開

始年齢を遅らせることによって、将来得られる

年金額を増加させる制度です。 

この制度は、老齢年金に適用されます。年金の

受給は65歳から開始されますが、繰り下げ受給

を選択することで、最大75歳まで受給開始を延

期できます。 

年金の繰り下げ受給の最大の利点は、遅らせ

る期間に応じて月々の年金額が増額されること

です。具体的には、繰り下げを開始した月から年

金受給開始月までの期間、1ヶ月ごとに受給額が

0.7%ずつ増額されます。 

例えば、65歳で年金の受給を開始する代わ

りに70歳まで5年間繰り下げた場合、年金額は

約42%増額されます。 

この増加分は、その後一生涯にわたって受け

取ることができるため、長生きするほどその恩

恵を受けることができます。 

 

年金繰下げ受給は慎重に考えよう 

 

中小企業経営者の多くの方が、老後資金を増

やす手段として、年金の繰り下げ受給開始を検

討されます。しかし、繰り下げ受給が必ずしも有

利に働くわけではなく、ときには不利な結果を

招くこともあります。 

繰り下げ受給によって得られた年金額よりも

費用負担の増加によって失敗されたお客様の事

例を何件か目にしてきました。 

税理士の立場から申し上げると、繰下げ受給

は一概にお勧めできる方法ではないのです。 

 

早死すると損 
 

繰り下げ受給を選択したにも関わらず早期に

亡くなってしまうと、繰り下げによるメリット

を享受することなく、逆に損をしてしまうケー

スがあります。 

例えば、年金の受給を65歳から70歳に延期

した場合、その5年間で受給額は約42%増加し

ます。しかし、この増加分を実際に享受するため

には、延期した受給開始年齢から長生きする必

要があります。具体的には、70歳で受給を開始

した場合、受取総額ベースで比較して、65歳で

受給開始した人の金額を上回るには、少なくと

も82歳まで生存する必要があります。 

これは、男性の場合、日本の平均寿命である

81歳を超えることを意味しており、繰り下げ受

給による年金増加額を享受する前に死んでしま

うリスクがあるということです。 

このリスクは単に経済的な損失に留まらない

ことに注意が必要です。繰り下げ受給を選択す

ると、受給開始が遅れる間、本人と家族が他の収

入源に依存して生活する必要が出てきます。 

この間、十分な貯蓄や他の収入がない場合、生

引退した経営者は要注意！ 

年金繰り下げ受給での大失敗 

 

 

中小企業経営者の多くは、65 歳を過ぎても働き続けています。年金受給開始も繰り下

げされる方が多いでしょう。今回は、年金繰り下げ受給の注意点について解説します。 

 

年金受給 



 

 

活が厳しくなるおそれがあります。 

また、繰り下げ受給を選択したことによる心

理的なプレッシャーも無視できません。将来の

不確実性と長生きする必要性を考えると、落ち

着いて老後生活を過ごすことができなくなる

かもしれません。 

 

加給年金がもらえなくなる 
 

また、厚生年金を繰り下げることにより、加給

年金の受け取りができなくなる点も大きなデメ

リットです。加給年金とは、厚生年金保険の被保

険者が65歳に到達した時点で、扶養する配偶者

や子供がいる場合に、老齢厚生年金額に上乗せ

されて支給される年金です。 

この制度は、被保険者の老後生活を支援する

ことを目的としており、特に家族の扶養責任を

負う高齢者を経済的に支援します。 

加給年金の対象者は、厚生年金の被保険者期

間が20年以上の方で、65歳到達時点で生計を

共にする65歳未満の配偶者や18歳到達年度の

末日までの子供を扶養している場合に限られま

す。 

加給年金の金額は、配偶者1人につき年額約

22万円から39万円が支給され、子供について

は、1人目と2人目にそれぞれ年額約22万円、3

人目以降には年額約7.5万円が支給されます。 

ただし、配偶者が65歳に到達すると、加給年

金の支給は終了し、配偶者自身の老齢基礎年金

に振替加算が行われることになります。 

年金の繰り下げ受給によって加給年金の受け

取りができなくなると、年金受取総額が減少し

てしまいます。 

 

税金や社会保険料が増加する 
 

繰り下げ受給により年金額が増加すると、所

得税の負担も増えることが一般的です。 

これは、所得税が累進課税方式を採用してい

るため、所得が高くなるほど税率も高くなるか

らです。 

年金額が増えれば増えるほど、税率の高い区

分に該当する可能性が高まり、結果としてより

多くの税金を納めることになります。また、健康

保険料や介護保険料も増加するため、毎月支払

う費用が増えることになります。 

特に高齢期においては、繰り下げ受給によっ

て年金額が増額となると、医療制度における自

己負担割合が高まることがあります。 

例えば、75歳以上の後期高齢者医療制度では、

所得が145万円以上の場合、医療費の自己負担

割合が30％に上がります。 

また、年金の繰り下げ受給によって医療費が

増えることがあります。 

健康保険には、毎月の医療費の自己負担額が

一定額を超えた場合にその超過分を払い戻して

もらえる「高額療養費」という制度があります。 

しかし、年金額が増えて課税所得が145万円

以上になると、高額療養費の上限額が1.4倍程度

まで上げられてしまうのです。 

病院での窓口支払いが多くなると、経済的に

圧迫されるため、繰り下げ受給のメリットを充

分に享受することが難しくなるでしょう。 

このような状況も想定されることから、繰り

下げ受給による年金額の増加が必ずしも全ての

人にとって有利なわけではありません。 

少子高齢化が進む中で、年金財政の将来は不

透明であり、社会保険料や所得税が将来的に減

少することを期待することはできません。 

そのため、早期に年金を受け取るほうがよい

という考え方もあるのです。 

 
 

（公認会計士/税理士 岸田康雄著『相続生前対策パ

ーフェクトガイド』『富裕層のための相続税対策と資

産運用」より日本ビズアップが編集』   



 

 

 

 

 

 

（１）相続時における証券会社の手続きは 

有価証券を相続する場合は、遺言書か遺産

分割協議書に基づき名義変更を行うことで相

続することとなりますが、そのためにも故人

の有価証券の保有残高や保有銘柄を確認しな

ければなりません。そのために、故人が取引を

行っていた証券会社に対して残高証明書の発

行を請求する必要があります。 

ご家族が亡くなられた連絡をした後は、証

券会社からその後の手続きの案内があり、案

内に従って手続きを行うこととなります。 

大きな流れとしては、残高証明書の発行手

続きを行い、故人の有価証券の保有残高や保

有銘柄を確認すること、相続額を確定してか

ら有価証券の引き継ぎ（名義変更手続き）を行

うことの2つの手続きとなります。 
  

（２）証券会社からの残高証明書の入手 

相続時における証券会社からの残高証明書

の入手は、ご家族が亡くなられた連絡をした

後に証券会社から手続きの案内がされるため、

案内に従って手続きを行うことで残高証明書

を入手することができます。 

証券会社の多くが、相続手続きキットとい

う形で手続きに必要な書類をまとめています。 

証券会社によっては来店による手続きは受

け付けておらず、郵送での手続きのみの場合

もあるため、ご家族が取引を行なっていた証

券会社に確認の上、手続きを進めましょう。 

（３）残高証明書を入手するときの必要書類 

証券会社から残高証明書を入手する時には、

以下が必要になります。 
 

❶有価証券を保有していたご家族が亡くなった

ことを証明する書類 

❷残高証明書を請求する人が相続人であるこ

とを証明する書類 

❸残高証明書を請求する人の印鑑証明 
 

具体的には除籍謄本や住民票の除票、法定

相続情報一覧図となります。 

なお、遺言執行者などの相続人以外が残高

証明書の請求を行う場合は、上記❷の書類は

不要となりますが、検認証明書付きの遺言書

や公正証書遺言書の正本が必要になります。 

また、遺言書で遺言執行者が定められてい

る場合、遺言執行者の住所が遺言書に記載さ

れているため、遺言執行者の住民票も用意し

ておくと手続きがスムーズです。 
 

（４）どこの証券会社にあるかわからない場合 

故人が有価証券を保有していたことは知っ

ているものの、窓口証券会社の資料が見つか

らない場合や、どこの証券会社と取引を行っ

ていたか知らない場合が考えられます。 

その場合は、以下の方法により対応するこ

とが可能です。 
 

❶株主名簿管理人に問い合わせをする 

❷証券保管振替機構（ほふり）で調査をする   

相続 Q&A 

証券会社の残高証明書の入手方法を教えて下さい。 

有価証券を相続する場合、 

遺言書か遺産分割協議書に基づき 

名義変更を行います。 

。 
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